
(57)【要約】

【課題】　カード決済取引があった旨を携帯電話やパソ

コン等の情報端末装置を介して通知するようにしたカー

ド利用状況通知方法、並びに、同方法を使用したカード

決済取引システムを提供する。

【解決手段】　カード取引端末装置とカード認証ホスト

との間でのネットワークを介したデータ交信を通じて、

オンラインによるカード決済取引を可能としたカード決

済取引システムにおいて、カード認証ホストには、カー

ド決済取引があったときには、その旨を利用者側へと通

知するための電子メールを作成する手段と、各カード毎

に予め指定された宛先に、前記作成されたメールを送信

する手段と、が設けられている。

Petitioner Askeladden LLC 
Exhibit 1009 - Page 1 of 11



(2) 特開２００２－１３３１００
1 2

【特許請求の範囲】

【請求項１】　カード決済取引があったときには、その

旨を通知するための電子メールを予め指定された宛先へ

と自動送信する、カード利用状況通知方法。

【請求項２】　カード決済取引があったときには、予め

指定された携帯電話等の無線式情報端末装置を介して、

当該取引のあった旨を自動通知する、カード利用状況通

知方法。

【請求項３】　カードには、クレジットカード、デビッ

トカードが含まれる、請求項１または２に記載のカード

利用状況通知方法。

【請求項４】　メールの送信先を、メール受信機能を有

する携帯電話等の無線式情報端末装置とした、請求項１

に記載のカード利用状況通知方法。

【請求項５】　メールの送信先を、パソコン等の据置型

情報端末装置とした、請求項１に記載のカード利用状況

通知方法。

【請求項６】　通知内容には、カード利用日時、カード

利用場所情報等の取引内容情報が含まれている、請求項

１または２に記載のカード利用状況通知方法。

【請求項７】　カード取引端末装置とカード認証ホスト

との間でのネットワークを介したデータ交信を通じて、

オンラインによるカード決済取引を可能としたカード決

済取引システムにおいて、

カード認証ホストには、

カード決済取引があったときには、その旨を利用者側へ

と通知するための電子メールを作成する手段と、

各カード毎に予め指定された宛先に、前記作成されたメ

ールを送信する手段と、

が設けられている、カード決済取引システム。

【請求項８】　カード取引端末装置とカード認証ホスト

との間でのネットワークを介したデータ交信を通じて、

オンラインによるカード決済取引を可能としたカード決

済取引システムにおいて、ネットワークを介してサーバ

を更に接続し、

当該サーバには、

カード決済取引のあったときには、その旨を利用者側へ

と通知するための電子メールを作成する手段と、

各カード毎に予め指定された宛先に、前記作成されたメ

ールを送信する手段と、

が設けられている、カード決済取引システム。

【請求項９】　カード取引端末装置とカード認証ホスト

との間でのネットワークを介したデータ交信を通じて、

オンラインによるカード決済取引を可能としたカード決

済取引システムにおいて、携帯電話等の無線式情報端末

装置との間でデータ交信を行うための通信会社のホスト

をネットワークを介して更に接続し、

当該通信会社のホストは、カード決済取引のあったとき

には、その旨を利用者側へと通知するための特定信号及

び／又は所定データを予め指定された無線式情報端末装

置の側へと向けて送信することを特徴とした、

カード決済取引システム。

【請求項１０】　無線式情報端末装置の側では、カード

決済取引のあった旨を通知するための特定信号及び／ま

たは所定データを受けて、音、振動、光等による特定受

信動作が行われる、請求項９に記載のカード決済取引シ

ステム。

【請求項１１】　カードにはデビットカードが含まれ、

カード取引端末装置にはＡＴＭ及び／又はＣＡＴが含ま

れ、カード認証ホストには銀行のホストが含まれる、請

求項７乃至９のいずれかに記載のカード決済取引システ

ム。

【請求項１２】　カードにはクレジットカードが含ま

れ、カード用取引端末装置にはＡＴＭ及び／又はＣＡＴ

が含まれ、カード認証ホストにはクレジットカード会社

のホストが含まれる、請求項７乃至９のいずれかに記載

のカード決済取引システム。

【請求項１３】　ＣＡＴには、無線通信機能を有する携

帯型のＣＡＴが含まれる、請求項１１または１２に記載

のカード決済取引システム。

【請求項１４】　カード取引端末装置には、Ｋｉｏｓｋ

端末装置が含まれている、請求項７乃至９のいずれかに

記載のカード決済取引システム。

【請求項１５】　ネットワークを介したカード取引端末

装置とのデータ交信を通じて、オンラインによるカード

決済取引を可能としたカード認証ホストであって、

カード決済取引があったときには、その旨を利用者側へ

と通知するための電子メールを作成する手段と、

各カード毎に予め指定された宛先に、前記作成されたメ

ールを送信する手段と、

が設けられている、カード認証ホスト。

【請求項１６】　カード取引端末装置とカード認証ホス

トとの間でのネットワークを介したデータ交信を通じて

オンラインによるカード決済取引を可能としたカード決

済取引システムに、ネットワークを介して接続されるサ

ーバであって、

カード決済取引があったときには、カード認証ホストの

側からの要求を受けて、その旨をカード利用者側へと通

知するための電子メールを作成する手段と、

各カード毎に予め指定された宛先に、前記作成されたメ

ールを送信する手段と、

が設けられている、サーバ。

【発明の詳細な説明】

【０００１】

【発明の属する技術分野】この発明は、カード決済取引

があった旨をネットワークを介してカード利用者等に自

動通知するようにしたカード利用状況通知方法、並び

に、同方法を使用したカード決済取引システムに係り、

特に、携帯電話やパソコン等の情報端末装置を通知媒体

とした、カード利用状況通知方法、並びに同方法を使用
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したカード決済取引システムに関する。

【０００２】

【従来の技術】昨今、全世界で広く普及されているクレ

ジットカードやデビットカード（キャッシュカード）等

によるカード決済取引は、ＣＡＴやＡＴＭ等のカード取

引端末装置を使用したオンライン取引が主流となってい

る。

【０００３】通常、これらのカード決済取引が行われた

ときには、そのカード取引内容を記載した領収書や利用

明細等が発行され、その場でカード利用者に受け渡され

る。利用者側では、更に、月ごとに郵送されてくる請求

書や、昨今では、カード会社のホームページ上での利用

状況問い合わせサービス等を介して、各カードの利用状

況を確認可能となっている。

【０００４】

【発明が解決しようとする課題】しかしながら、請求書

や利用状況問い合わせサービス等を介して、カード決済

取引があった旨を後日利用者側で確認できるようになる

迄には、実際にカード決済取引があってから数日乃至数

週間を要していたため、以下に掲げるような問題点があ

った。

（１）　偽造カード等によるカード不正利用が行われた

ときに、そのことをカード会社等の側で気づかないよう

な場合には、当該不正利用の旨は、正当なカード利用者

が後日送付される請求書等を見て心当たりのない取引に

気づくまで発覚しないことが多い。このことは、カード

不正利用の早期発見の障害ともなっていた。

（２）　例えば、カード決済取引の自動引落口座の名義

人となっている父親等が、妻や子供達のカード利用状況

を常時把握したいと思っても、家族からの申告がなけれ

ば、カード利用があった旨を知る迄には、上述したよう

に実際にカードが利用されてから数日乃至数週間かかっ

てしまう。そのため、そのような場合、父親等は家族か

らのその都度のカード利用の申告を信じて待つしかなか

った。

【０００５】この発明は上述のような問題点に着目して

なされたものであり、その目的とするところは、カード

決済取引があった旨を携帯電話やパソコン等の情報端末

装置を介して通知するようにすることで、より早く確実

にその旨を利用者側で確認可能としたカード利用状況通

知方法、並びに、同方法を使用したカード決済取引シス

テムを提供することにある。

【０００６】この発明の他の目的とするところは、カー

ド決済取引があった旨を携帯電話やパソコン等の情報端

末装置を介して通知するようにすることで、より早く確

実にその旨を利用者側へと通知し、それによりカード不

正利用の早期発見を可能としたカード利用状況通知方

法、並びに同方法を使用したカード決済取引システムを

提供することにある。

【０００７】この発明の更に他の目的とするところは、

以下の記述を参照することにより、当業者であれば容易

に理解されるであろう。

【０００８】

【課題を解決するための手段】上記の目的を達成するた

め、本発明のカード利用状況通知方法の第１実施態様で

は、カード決済取引があったときには、その旨を通知す

るための電子メールを予め指定された宛先へと自動送信

する。

【０００９】ここで、『カード』としては、例えば、ク

レジットカードやデビットカード等を挙げることができ

る。無論、この他にも、消費者金融機関等の発行するキ

ャッシングカード等の各種の決済取引用カードの利用に

本発明を適用することも可能である。従って、『カード

決済取引』の内容としては、例えば、商品購入の他、キ

ャッシングサービス、銀行口座への入出金等が挙げられ

る。

【００１０】『カード決済取引があったとき』とある

が、これは電子メールの送信タイミングを限定するもの

ではない。カード決済取引があった後で電子メールを送

信してもよいし、又は、カード決済取引が行われている

途中にその旨を電子メールで通知するようにしてもよい

であろう。

【００１１】『予め指定された』とあるが、当該指定

は、主にカード利用者等により適宜選択されるようにす

るのが好ましいが、必ずしもそれだけに限定されない。

例えば、状況に応じてカード会社等から当該宛先が指定

されるような場合もあるであろう。もっとも、カード決

済利用が行われた旨の通知は、主として正当なカード利

用者や、その家族等、当該カード利用に係る利害を共有

するものを対象として行われるようにすることは言うま

でもない。

【００１２】『宛先』とあるが、これは、主として電子

メールのアドレス等を示すものであり、電子メール閲覧

用の情報端末装置（送信先）そのものを示すものではな

い。これは、受け手側では、同一の宛先に送信された電

子メールを種々の情報端末装置を介して繰り返し何度も

閲覧することが可能であることからもその要旨は理解さ

れるであろう。

【００１３】本発明カード利用状況通知方法の第１実施

態様によれば、カード決済取引があったときには、その

旨が電子メールを介して正当なカード利用者やその家族

等に通知されるから、不正なカード利用が行われたよう

な場合にも、その旨に一早く気づくことができる。それ

により、カード不正利用に対する迅速な対応も可能とな

る。また、例えば、妻や子供達のカード利用状況を常時

把握したいとする父親等は、家族からの申告がなくと

も、より早く確実にその旨を知ることができる。

【００１４】本発明カード利用状況通知方法の第１実施

態様において、好ましくは、メールの送信先は、メール

受信機能を有する携帯電話等の無線式情報端末装置とさ
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れる。このようにすれば、カード利用者等は携帯電話等

により様々な場所で電子メールを受信・閲覧することが

できるから、カード決済取引のあった旨をより早く確認

することができる。それにより、カードの不正利用があ

ったような場合にも、より迅速に対応することが可能と

なる。

【００１５】また、本発明カード利用状況通知方法の第

１実施態様において、メールの送信先はパソコン等の据

置型情報端末装置としてもよい。このような態様によれ

ば、例えば、家のパソコン等を介して、受信された電子

メールを適宜に打ち出して使用することもできる。

【００１６】本発明のカード利用状況通知方法におい

て、好ましくは、電子メールによる通知内容には、カー

ド利用日時、カード利用場所情報（店舗名、ＡＴＭ設置

場所等々）の、取引内容情報が含まれるようにする。

【００１７】このようにすれば、単に、カード決済取引

があった旨が通知されるだけでなく、カード利用者等

は、電子メールを介してその取り引き内容を詳細に知る

こともできるから、当該電子メールを利用明細として活

用することも可能となる。

【００１８】次に、上述した従来課題は、本発明のカー

ド利用状況通知方法の第２実施態様によっても解決する

ことができる。すなわち、本発明のカード利用状況通知

方法の第２実施態様では、カード決済取引があったとき

には、予め指定された携帯電話等の無線式情報端末装置

を介して、当該取引のあった旨を利用者側に自動通知す

る。

【００１９】ここで、『カード』、『カード決済取

引』、『カード決済取引があったとき』、『予め指定さ

れた』の意味するところは、先に示した第１実施態様と

ほぼ同様であるのでその説明は省略する。

【００２０】『携帯電話等の無線式情報端末装置を介し

て～通知する』とあるが、具体的には、例えば、携帯電

話の通常の通話回線を介した特定データの送受信による

通知や、＇Ｉ－ｍｏｄｅ＇（ＮＴＴドコモの登録商標）

や、＇ザウルス＇（シャープ株式会社の登録商標）等で

使用される専用の情報通信回線を介した特定データの送

受信による通知等が挙げられる。

【００２１】このような場合には、更に、携帯電話等の

側では、当該通知を受けたときには、音、振動、光等に

よる特定受信動作が行なわれるようにすると、利用者に

とってより好ましいものとなるであろう。

【００２２】本発明カード利用状況通知方法の第２実施

態様によれば、カード決済取引があったときには、その

旨を携帯電話等の無線式情報端末装置を介してより早く

カード利用者やその家族等に通知することが可能となる

から、カード利用状況確認はもとより、カード不正利用

の早期発見等の用途にも活用することができる。

【００２３】尚、本発明のカード利用状況通知方法の第

２実施態様においても、通知内容には、カード利用日

時、カード利用場所情報等の取引内容情報が含まれるよ

うにすると更に好ましいであろう。

【００２４】上述の第１実施態様におけるカード利用状

況通知方法は、本発明の第１実施態様によるカード決済

取引システムによっても実現される。すなわち、本発明

の第１実施態様におけるカード決済取引システムは、カ

ード取引端末装置とカード認証ホストとの間でのネット

ワークを介したデータ交信を通じて、オンラインによる

カード決済取引を可能としたカード決済取引システムに

おいて、カード認証ホストには、カード決済取引があっ

たときには、その旨を利用者側へと通知するための電子

メールを作成する手段と、各カード毎に予め指定された

宛先に、前記作成されたメールを送信する手段と、が設

けられている。

【００２５】ここで、『カード』としては、先にも示し

たように、クレジットカードやデビットカード等を挙げ

ることができる。従って、『カード取引端末装置』とし

ては、例えば、ＣＡＴ（無線式ＣＡＴ等でもよい）、Ａ

ＴＭ、更にはＫｉｏｓｋ端末装置等を挙げることができ

る。

【００２６】『カード認証ホスト』とあるが、これに

は、例えば、クレジットカード会社のホストコンピュー

タや、銀行のホストコンピュータ等を挙げることができ

る。尚、ここでは、１のホストが必ずしも１の装置乃至

コンピュータを示すとは限らない。ネットワーク上に散

在する複数の装置乃至コンピュータ等を接続することに

より当該１のホストを実現することも可能である。ここ

では、少なくともカード決済取引時のカード認証処理を

行うことが可能なホストシステムのことを意味してい

る。従って、本発明を複数会社のカード利用に適用する

場合には、複数会社のカード認証ホストがネットワーク

を介して接続されることになるであろう。無論、それら

を、代表する１のホストで兼用することも十分に可能で

ある。

【００２７】本発明の第１実施態様のカード決済取引シ

ステムによれば、既存のカード決済取引システムを利用

して、カード認証処理を行うと共に、先述した本発明の

第１実施態様によるカード利用状況通知を行うことが可

能となる。

【００２８】尚、本発明の第１実施態様によるカード決

済取引システムは、認証ホストにおいて、メール作成並

びにメール送信を行うものであるが、これらの処理は、

例えば、別途設けられるサーバで行うようにすることも

できる。

【００２９】すなわち、本発明の第１実施態様のカード

決済取引システムにおける別態様では、カード取引端末

装置とカード認証ホストとの間でのネットワークを介し

たデータ交信を通じて、オンラインによるカード決済取

引を可能としたカード決済取引システムにおいて、ネッ

トワークを介してサーバを更に接続し、当該サーバに
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は、カード決済取引のあったときには、その旨を利用者

側へと通知するための電子メールを作成する手段と、各

カード毎に予め指定された宛先に、前記作成されたメー

ルを送信する手段と、が設けられている。

【００３０】ここで、『サーバ』とあるが、これは、当

該サーバ機能を有する例えば携帯電話会社等のホストコ

ンピュータをネットワークを介して更に結ぶことにより

実現するようにしてもよいであろう。

【００３１】このような態様によれば、電子メール送信

に係る処理はサーバの側で行うことができるから、カー

ド認証ホストの側における処理が軽減される。

【００３２】次に、上述の第２実施態様におけるカード

利用状況通知方法は、本発明の第２実施態様によるカー

ド決済取引システムによっても実現される。すなわち、

本発明の第２実施態様におけるカード決済取引システム

は、カード取引端末装置とカード認証ホストとの間での

ネットワークを介したデータ交信を通じて、オンライン

によるカード決済取引を可能としたカード決済取引シス

テムにおいて、携帯電話等の無線式情報端末装置との間

でデータ交信を行うための通信会社のホストをネットワ

ークを介して更に接続し、当該通信会社のホストは、カ

ード決済取引のあったときには、その旨を利用者側へと

通知するための特定信号及び／又は所定データを予め指

定された無線式情報端末装置の側へと送信する。

【００３３】ここで、『カード』、『カード認証ホス

ト』の意味するところは、先に示した第１実施態様のそ

れとほぼ同様であるのでその説明は省略する。

【００３４】『通信会社のホスト』とあるが、これに

は、例えば、携帯電話会社のホストコンピュータや、そ

の他無線式情報端末装置とデータ交信を行うためのホス

トコンピュータ等が挙げられる。尚、ここでも、１のホ

ストが必ずしも１の装置乃至コンピュータを示すとは限

らない。これについては先にも説明したので省略する。

【００３５】『特定信号及び／又は所定データ』とある

が、これらは、先にも示したように、例えば、携帯電話

の通常の通話回線や、＇Ｉ－ｍｏｄｅ＇（ＮＴＴドコモ

の登録商標）や、＇ザウルス＇（シャープの登録商標）

等で使用される専用の情報通信回線等を介して送信する

ことができる。

【００３６】また、具体的な通知態様としては、例え

ば、特定信号の受信により無線式情報端末装置の側で予

め定められた固定動作（例えば、音、振動、光等を使用

した受信時の特定動作、固定文章表示等）を行わせる場

合や、所定データの受信により無線式情報端末装置の側

でカード決済取引の状況に応じた可変式の動作（例え

ば、文字による取引内容表示等）を行なわせる場合等を

挙げることができる。無論、それらの併用も可能であ

る。この他にも、当業者であれば種々の通知態様が容易

に想定される筈である。少なくともここでは、当該「通

知」は、無線式情報端末装置を介してなされるものとさ

れている。

【００３７】本発明の第２実施態様のカード決済取引シ

ステムによれば、既存のカード決済取引システムを利用

して、カード認証処理を行うと共に、先述した本発明の

第２実施態様によるカード利用状況通知を行うことが可

能となる。

【００３８】

【発明の実施の形態】以下に本発明の好適な実施の一形

態を添付図面を参照しつつ詳細に説明する。尚、この例

ではカード決済取引システムを示すことにより、カード

利用状況通知方法について同時に説明するものとする。

【００３９】本発明のカード決済取引システム全体の概

略構成が図１に示されている。同図に示されるように、

本発明の第１実施形態におけるカード決済取引システム

は、カード取扱店に設置されるＣＡＴ１と、訪問販売等

への使用に好適な携帯型の無線式ＣＡＴ２と、銀行等に

設置されるＡＴＭ３と、本発明に係るカード利用状況通

知のための各種処理を実行する情報処理会社サーバ（以

下、単にサーバという）４と、クレジットカード利用時

のカード認証処理を行うためのクレジットカード会社の

認証ホスト５ａ～５ｎと、デビットカード（キャッシュ

カード）利用時のカード認証処理等を行うための銀行の

認証ホスト６ａ～６ｎと、それらを結ぶネットワーク７

とを有している。

【００４０】尚、サーバ４、クレジットカード会社認証

ホスト５、銀行認証ホスト６は、それぞれ記憶装置４

１，５１，６１を有しており、当該記憶装置４１，５

１，６１にはそれぞれ、カード利用状況通知のための後

述する各種情報ファイルが保存されている。

【００４１】また、ネットワーク７には、この例では、

カード利用者の所有する携帯電話１１並びにカード利用

者が自宅に所持するパソコン１２が結ばれている。尚、

符号１３が付されているのは、携帯電話１１とネットワ

ーク７との間を結ぶ携帯電話会社のホストコンピュータ

を示しており、携帯電話１１と当該携帯電話会社のホス

トとのデータ交信は、中継基地局１４を介して行われ

る。

【００４２】また、符号８が付されているのはＣＡＦＩ

Ｓを示すものであり、ネットワーク７と各クレジットカ

ード会社認証ホスト５～５ｎとの間を結ぶとともに、カ

ード取引端末装置１～３と各認証ホスト５～６との間で

カード認証処理等に係る各種サービス処理を実行するも

のである。また、符号９が付されているのは銀行間ネッ

トワークを示しており、ネットワーク７と各銀行認証ホ

スト６～６ｎとの間を結ぶとともに、各銀行認証ホスト

６～６ｎ間でのデータ交信を行うための専用回線として

も利用される。

【００４３】本発明のカード決済取引システムは、上述

したようなシステム構成とされ、カード決済取引利用時

には、通常のカード認証処理と、電子メールによるカー
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ド利用状況通知との双方を同時に行うものである。

【００４４】具体的には、カード取引端末装置１～３を

介してカード利用者が所有するカード１０が決済取引に

使用されると、カード取引端末装置１～３と各認証ホス

トとの間で、ＣＡＦＩＳ８を介してカード認証処理が行

われると共に、当該カード決済取引があった旨を利用者

側に通知するための電子メールが、サーバ４の側からカ

ード利用者の所有する携帯電話１１並びに、カード利用

者が自宅に所持するパソコン１２へと向けて送信される

ようになっている。

【００４５】カード決済取引時のカード取引端末装置の

側での処理が図２のフローチャートに示されている。

尚、先に説明しておくが、以下に示すカード取引端末装

置の側での処理は、従来のカード決済取引時に行われる

処理と同様である。従って、ここでは、カード取引端末

装置としてのＣＡＴ１、無線式ＣＡＴ２、ＡＴＭ３にお

ける処理を同フローチャートに基づき同時に説明し、そ

の処理内容については概略説明に止めるものとする。も

っとも、それぞれの端末装置における詳細処理は、同フ

ローチャートに基づき当業者であればその内容を容易に

理解できるであろう。

【００４６】図２に示されるように、処理が開始される

と、カード取引端末装置の側では、カード情報、取引内

容情報、その他必要情報が順次読み込まれる（ステップ

２０１，２０２，２０３）。

【００４７】ここで、カード情報には、カード番号情報

が含まれる。取引内容情報としては、クレジットカード

利用の場合には、取引種別（ＣＡＴ：商品購入等、ＡＴ

Ｍ：キャッシング、入出金等）、取引決済額（ＣＡＴ：

購入額等、ＡＴＭ：キャッシング額等）、取引商品区分

（購入商品種別等）、支払方法等（一括、分割等）が、

デビットカード利用の場合には、取引種別（ＣＡＴ：商

品購入等、ＡＴＭ：残高照会、入出金等）、取引決済額

（ＣＡＴ：購入額等、ＡＴＭ：入手金額等）、取引商品

区分、支払方法等が挙げられる。その他必要情報として

は、カード取引端末毎のＩＤ情報、利用者により入力さ

れるカード暗証番号情報等が挙げられる。

【００４８】それら読み込まれた各種情報は、データと

して各カード認証ホスト５～６の側（若しくはＣＡＦＩ

Ｓ８）へと送信され、これによりカード認証処理要求が

なされることとなる（ステップ２０４）。

【００４９】その後、各カード認証ホストの側からの回

答が受信されるまでは待機状態となるが（ステップ２０

５ＮＯ，ステップ２０６）、回答が受信されると（ステ

ップ２０５ＹＥＳ）、次いでその回答内容が判別される

（ステップ２０７）。ここで、回答内容には、認証の可

・不可の結果情報の他、例えば、ＣＡＴ１、無線式ＣＡ

Ｔ２の場合には、処理通番、承認番号等が含まれる。ま

た、ＡＴＭ３の場合には、認証の可・不可の結果情報の

他、例えば、取引後残高等のカード利用者毎の個別情報

が含まれる。

【００５０】受信された回答が、認証不可を示すもので

あると（ステップ２０８ＮＯ）、所定のエラー処理が行

われるが（ステップ２１０）、認証が正常に行われた場

合には（ステップ２０８ＹＥＳ）、回答内容に応じた処

理が行われ、（ステップ２０９）処理は終了する。回答

内容に応じた処理としては、例えば、利用明細書の打ち

出しの他、ＡＴＭの場合には、金銭出入処理、通帳への

印字処理等が挙げられる。

【００５１】尚、この例では、カード取引端末装置側で

読み込まれた各種情報を一括してカード認証ホスト５～

６の側へと送信し、カード取引端末装置の側で回答を待

ち受け受信するものとして説明したが、実際には、それ

らカード取引端末装置の側とカード認証ホストの側と間

では、何度か繰り返しデータ送受信が行われて処理を進

行させる。もっともこの点については既に公知であるの

で、特に説明は要さないであろう。

【００５２】カード決済取引利用時におけるカード認証

ホストの側での処理が図３のフローチャートに示されて

いる。尚、カード認証ホストの側での処理については、

クレジットカード会社認証ホスト５、銀行認証ホスト６

における処理を同図に基づき同時に説明するものとす

る。

【００５３】図３に示されるように、カード取引端末装

置の側からの認証処理要求に基づき、カード認証ホスト

の側では、カード取引端末装置の側から送信されてくる

カード情報、取引内容情報、その他必要情報が順次受信

され読み込まれる（ステップ３０１，３０２，３０

３）。尚、これら情報については先に説明したので省略

する。

【００５４】次いで、それら受信された情報に基づく認

証処理が行なわれる（ステップ３０４）。この例では、

実際にはカード認証処理は、ＣＡＦＩＳ８を介して実行

されるのであるが、当該ＣＡＦＩＳ並びに認証処理の詳

細については既に公知であるのでここではその詳細説明

を省略する。

【００５５】認証が正常に行われなかった場合には（ス

テップ３０５ＮＯ）、認証要求に対する回答として認証

エラーを示す信号がカード取引端末装置１～３の側へと

送信され（ステップ３０６）、処理は終了する。

【００５６】一方、認証が正常に行われたときには（ス

テップ３０５ＹＥＳ）、認証ＯＫを示す信号もしくはカ

ード取引端末装置の側での処理に必要なデータ等がカー

ド取引端末装置１～３の側へと送信され（ステップ３０

７）、次いで、取引内容に応じた各種処理が行われる

（ステップ３０８）。ここで言う「各種処理」には、例

えば、取引内容の所定ファイルへの記録、利用残高の更

新処理等が挙げられる。

【００５７】ステップ３０９では、当該カード決済取引

があった旨を、利用者側に電子メールを介して通知する
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か否かを判定するための所定ファイルが呼び出される

（ステップ３０９）。当該ファイルの一例が図７中

（ａ）に示されている。このファイルは、カード認証ホ

スト５～６の各記録装置５１～６１に保存されているフ

ァイルであり、同図中（ａ）に示されるように、この例

では、各カード番号毎に、当該電子メールによる通知を

行うか否かが予め記録されている（この例では、

＂○＂、＂×＂で示されている）。

【００５８】従って、続くステップ３１０においては、

当該電子メール送信の有無は、ステップ３０１で受信さ

れたカード番号情報と、当該ファイルとから特定される

ようになっている。尚、この例では、当該電子メールに

よる通知の有無は、カード利用時の通知サービスとし

て、カード利用者毎に例えば申込み用紙等を介して予め

受け付けるようにしておく。

【００５９】ここで、メール通知サービスが申し込まれ

ていない場合には（ステップ３１０ＮＯ）、処理は終了

とされる。すなわち、この場合には、通常のカード決済

取引が従来通り行われて処理は終了することとなる。一

方、メール通知サービスが申し込まれているときには

（ステップ３１０ＹＥＳ）、サーバ４に対し、ネットワ

ーク７を介したメール送信処理要求が行われる（ステッ

プ３１１）。すなわち、この例では、電子メール送信の

ための処理はサーバ４の側で行うようにされている。

【００６０】ここで、メール送信処理要求時（ステップ

３１１）には、認証ホスト５～６の側からは、カード情

報（例えばカード番号）に加え、この例では、認証ホス

ト５～６若しくはＣＡＦＩＳ８の側で生成される取引情

報（例えば、取引日時、使用された端末のＩＤ、取引店

舗名、処理通番、認証番号、商品区分、取引種別等のメ

ール作成に必要な各種情報）がサーバ４の側へと送信さ

れる。尚、取引情報については、作成するメールの内容

に応じてこれ以外にも種々の情報を追加することが可能

である。無論、単に、カード利用がなされた旨を通知す

るだけであれば、取引情報としては、取引日時等のごく

限られた情報だけでも十分であろう。

【００６１】サーバ４の側におけるカード利用状況通知

のための処理が図４のフローチャートに示されている。

【００６２】同図に示されるように、サーバ４の側で

は、認証ホスト５～６からのメール送信処理要求を受け

て、カード情報（カード番号）、取引情報（取引日時、

使用された端末のＩＤ、取引店舗名、処理通番、認証番

号、商品区分、取引種別等）に該当するデータが、認証

ホスト５～６の側から受信され読み込まれる（ステップ

４０１、４０２）。次いで、それら読み込まれた情報に

基づき、メール作成が行われ（ステップ４０３）、当該

メールが利用者側で予め指定された宛先へと送信される

（ステップ４０４）。

【００６３】ステップ４０３におけるメール作成処理の

詳細が図５のフローチャートにより示されている。メー

ル作成処理においては、先ず、読み込まれたカード情報

を基に、電子メールの送信先等を特定するための所定フ

ァイルが読み出される（ステップ５０１）。

【００６４】当該ファイルの一例が図７中（ｂ）に示さ

れている。このファイルは、サーバ４の記録装置４１に

保存されているファイルであり、先にも説明したよう

に、予めカード利用者側（カード利用者本人またはその

家族等）からの申込みを受けて作成されるものである。

同図中（ｂ）に示されるように、この例では、カード種

別、カード番号、契約者情報、メールアドレス等がそれ

ぞれ記録されている。

【００６５】この例では、カード種別としては、クレジ

ットカード会社名、デビットカード・クレジットカード

の種別等が記録されている。また、契約者情報として

は、契約者（当該カード利用者本人、若しくは、当該カ

ード利用者の家族等）の名前の他、当該契約者の住所、

連絡先等が記録されている。また、メールアドレスは、

予め契約者により指定されたものであり、この例では、

カード利用者が所有する携帯電話１１と、利用者の自宅

に設けられたパソコン１２にで電子メールを受信するた

めのメールアドレスがそれぞれ記録されている。

【００６６】メール作成処理においては、それらファイ

ルに記録された情報の内、先ずカード種別、契約者名

が、電子メールにそれぞれ添付する情報として順次読み

込まれ（ステップ５０２、５０３）、更に、同じく電子

メールに添付する文字・図柄等の固定情報が読み込まれ

（ステップ５０４）、それら情報と、先にステップ４０

２で示した取引情報とに基づき電子メールが編集され

る。

【００６７】メール送信処理の詳細が図６のフローチャ

ートにより示されている。同図に示されるように、メー

ル送信処理においては、編集された電子メールが読み込

まれ（ステップ６０１）、当該電子メールには、ステッ

プ５０１において呼び出されたファイルから指定のアド

レスが読み込まれ、送信先アドレスとしてセットされ

（ステップ６０２）、送信される（ステップ６０３）。

尚、図示はされていないが、送信された電子メールは、

所定プロトコルに従って、サーバ４からネットワーク７

を介して、所定のメールサーバで受信され、当該所定メ

ールサーバから、利用者の所持する携帯電話１１並びに

パソコン１２へと受け渡されることとなる。

【００６８】当該電子メールの内容の一例が図８に示さ

れている。尚、この例は、ＣＡＴ１を使用してデビット

カードによる決済取引が行われたときに作成される電子

メールの内容の一例を示すものであり、例えば、無線式

ＣＡＴ２やＡＴＭ３を使用したキャッシングサービス等

の利用時には、これとは幾分異なる内容の電子メールが

作成されることは言うまでもないであろう。

【００６９】同図に示されるように、この例では、利用

者側に送信される電子メールには、カード決済取引に使
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用されたカードの種別、カード番号、取引日時、カード

利用店舗名、カード取引端末装置のＩＤ、処理通番、承

認番号、購入商品区分、取引種別（お買いあげ、ローン

等）、並びに決済額が示されている。

【００７０】また、案内文としての「ご利用のカードに

ついて以下のカード決済取引が確認されました」なる固

定文字情報と、取引に対する問い合わせ先として、電話

番号、メールアドレス、ＩＰアドレス等の固定文字情報

が示されている。尚、この例では、表示された電話番

号、メールアドレス、ＩＰアドレスにより、それら連絡

先へのハイパーリンクが可能とされている。

【００７１】以上説明したように、本実施形態によれ

ば、カード利用者は、自己または家族の所有するカード

で決済取引がなされたときには、電子メールを介してそ

の旨を知ることができ、また、その取引内容をも詳細に

知ることができるから、当該電子メールをカード取引履

歴として活用することが可能となる。

【００７２】また、本実施形態によれば、カード利用者

は、自己の所有するカードで決済取引がなされたときに

は、当該カード決済取引があった旨を、携帯電話１１を

介して即座に知ることができるから、カード不正利用等

の早期発見も可能となる。

【００７３】尚、上述した実施の形態では、カード決済

取引時におけるカード認証処理後にその旨を通知するた

めの電子メールを送信するようにしたが、当該電子メー

ルの送信は、例えばカード認証処理中に行うようにする

こともできる。そのような場合には、更に、例えば携帯

電話１１を介して認証ホスト５～６へと取引中止要求を

発生できるようにすれば、カード不正利用を未然に防ぐ

といったことも可能となるであろう。

【００７４】次に、上述した実施の形態では、カード決

済取引があった旨を電子メールを介して利用者側（携帯

電話１１並びにパソコン１２）へと通知するようにした

が、当該通知は、これ以外にも、例えば、携帯電話会社

ホスト１３から携帯電話１１へとその旨を通知するため

の特定信号及び／又特定データを送信することにより行

うようにすることもできる。

【００７５】先に説明した実施形態を第１実施形態とし

て、第２の実施の形態によるカード決済取引システム全

体の概略構成を図９に示す。尚、第２実施形態について

は、第１実施形態で説明した種々の処理を参照すること

により、当業者であれば容易に実施できるであろうか

ら、ここでは詳細処理についての概略説明に止めるもの

とする。

【００７６】同図に示されるように、本発明の第２実施

形態によるカード決済取引システムは、カード取扱店側

に設置されるカード取引端末装置（ＣＡＴ１、無線式Ｃ

ＡＴ２、ＡＴＭ３）と、情報処理会社サーバ４と、クレ

ジットカード利用時のカード認証処理を行うためのクレ

ジットカード会社の認証ホスト５と、デビットカード

（キャッシュカード）利用時のカード認証処理等を行う

ための銀行の認証ホスト６と、それらを結ぶネットワー

ク７と、携帯電話会社ホスト１３とを有しており、その

基本構成は第１実施形態のそれとほぼ同様であるが、携

帯電話会社ホスト１３がサーバ４に専用回線を介して結

ばれている点において、第１実施形態のそれとことな

る。

【００７７】すなわち、この例では、カード決済取引が

あると、カード認証ホスト５～６の側からのカード利用

状況通知のための処理要求は、第１実施形態と同様、一

旦サーバ４で受けられ、サーバ４の側から、更に、該当

する携帯電話会社のホストへと、当該通知を行うための

処理要求を送信する。

【００７８】尚、このように、サーバ４と携帯電話会社

ホスト１３とを専用回線により直接結んだのは、第１実

施形態においては、サーバ４の側から電子メールを送信

した段階で、通知のための特別処理が一旦終了するのに

対し、第２実施形態においては、携帯電話会社ホスト１

３から携帯電話１１へと、特定信号及び／又は特定デー

タを送信するまで、通知のための特別処理が継続される

ためである。

【００７９】このような構成により、第２実施形態で

は、携帯電話１１の側においては、携帯電話会社ホスト

１３の側から特定信号が受信されると、当該信号乃至デ

ータに基づき、予め設定された特定受信動作が行われる

ようにされている。具体的な受信動作の態様としては、

着信メロディー、マナーモード等の振動、ライト点灯等

を介してものが挙げられる。すなわち、第２実施形態に

おいては、予め設定された種々の着信動作パターンによ

って、携帯電話利用者が、特定カードが決済取引に使用

された旨を知ることができる。無論、カード決済取引の

内容を示す特定データを携帯電話会社ホストから携帯電

話１２へと送信し、携帯電話１２にその内容を文字等に

よりディスプレイ上に表示させるようにすることもでき

る。

【００８０】

【発明の効果】以上の説明で明らかなように、本発明の

カード利用判定方法並びにカード決済取引システムによ

れば、カード決済取引があった旨を携帯電話やパソコン

等の情報端末装置を介して、カード利用者やその家族等

により早く通知することが可能となる。

【００８１】また、本発明のカード利用判定方法並びに

カード決済取引システムによれば、携帯電話やパソコン

等の情報端末装置を介して、自己または家族等の有する

カードで決済取引が行われた旨を知ることができるか

ら、カードの不正利用の早期発見等も可能となる。

【図面の簡単な説明】

【図１】本発明のカード決済取引システムの概略構成を

示す図である。

【図２】カード決済取引時におけるカード取引端末装置
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における処理を示すフローチャートである。

【図３】カード決済取引時におけるカード認証ホストに

おける処理を示すフローチャートである。

【図４】カード決済取引時におけるサーバにおける処理

を示すフローチャートである。

【図５】メール作成処理の詳細を示す図である。

【図６】メール送信処理の詳細を示す図である。

【図７】本発明に係る各種ファイルの一例を示す図であ

る。

【図８】電子メールの内容の一例を示す図である。

【図９】本発明の別態様（第２実施形態）の概略構成を

示す図である。

【符号の説明】

１　ＣＡＴ

２　無線式ＣＡＴ

３　ＡＴＭ

４　サーバ

５　クレジットカード会社認証ホスト

６　銀行の認証ホスト

７　ネットワーク

８　ＣＡＦＩＳ

９　銀行間ネットワーク

１０　決済取引用カード

１１　情報端末装置（携帯電話）

１２　情報端末装置（パソコン）

１３　携帯電話会社ホスト

１４　中継基地局

４１，５１，６１　記憶装置

【図１】

【図９】
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【図２】 【図３】

【図４】

【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】
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